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方向性を第 3 章において異業種の刷新事業を参考に考察を行う。  

































【歯科技工士法 第 1 章-第 2 条 2】  
この法律において「歯科技工士」とは、厚生労働大臣の免許をうけて、歯科技工を業と
する者をいう。  



















































（図-1）CAD/CAM 冠の施設基準届出書添付書類（厚生労働省） 1）  
 
 








ぎしり」より歴史部分を抜粋し要約） 2）  
【明治期】  
1870 年（明治 3 年）横浜の居留地においてアメリカ人歯科医師セント・ジョージ・エ
リオット博士が診療所を開設し、治療の傍ら門下生を指導した。エリオット博士の出国後、     
1874 年（明治 7 年）同国歯科医師ハラック・マーソン・パーキンス博士が診療所を引き
継ぎ、1881 年（明治 14 年）の帰国まで開業した。エリオット、パーキンス両博士の下、








1906 年歯科医師法制定。  
【大正期】  
1920 年文部省歯科病院が試験的に歯科技工士の養成を始め、翌 1921 年日本通信歯科学
校が通信教育による生徒を募集した。  
1925 年本格的な歯科技工士養成機関である京浜歯科技工学校が横浜に設立される。  






1931 年尾上寅之進ほか 51 名は歯科技工師公認の国会請願をおこなう。同年、東京歯科
技工学院（東京）帝国高等歯科技工学院（東京）東京女子歯科技工学校（東京）開設。  





1941 年東亜歯科技工養成所設立。同校は 1946 年愛歯歯科技工師養成所と改名。  







1948 年歯科医師法制定。  










（1951 年以降歯科技工師から歯科技工士へと表記変更）  
 
1-1-3 各国の歯科技工士  
 






して歯科技工所に勤務しながら職業学校で 3 年間学び、学校終了試験に合格して「職人」 




















（図-2）歯科技工士の職能成長図 （筆者作成）  
 





1-2-1 歯科技工士養成所  
 
 歯科技工士学校養成所への入学または入所資格は、学校教育法第 90 条第 1 項および 2
項に規定するものとあるが、歯科技工士となるためには歯科技工法 3）によると以下の通り
である。  





























能な修士課程（2 年制）および博士課程（4 年制）が存在する。  
 
教科目 指定時間数 教科目 指定時間数
外国語 30 歯冠修復技工学 440
造形美術概論 15 矯正歯科技工学 30
歯科技工学概論 50 小児歯科技工学 30
歯科技工士関係法規 15 顎口腔機能学 60
歯の解剖学 150 歯科技工実習 520
歯科理工学 220 選択科目 200
有床義歯技工学 440 総合計時間数 2200  


















1-2-2 歯科技工士に対する高校生の認知度  
 






歯科技工士 3.7 15.0 35.4 46.4
作業療法士 3.4 10.9 38.6 47.1








（歯療経済高校生の各職種に対する認知度より抜粋） 5）  
 
1-2-3 高等学校卒業生の卒業後の進学先推移  
 
18 歳人口が平成 4 年をピークに減少を始め、それに呼応する形で短大への進学者は減少。
反対に大学進学者は微増している。専門学校入学者は若干の減少はみられたもののほぼ横
ばいである。（表-1-4）しかし、専門学校の種類にもよるのか、歯科技工士の養成校に関し




















1-2-4 歯科技工士養成所の現状と考察  
 
1989 年（平成元年）72 校あった養成所は 2011 年（平成 23 年）までに 53 校に減少。  
本来、歯科技工を地域医療に貢献する職業ととらえた場合、各県に 1 校養成所はあるべき
と考えるが、2018 年 2 月現在秋田県、山形県、群馬県、長野県、山梨県、静岡県、福井
県、三重県、奈良県、和歌山県、兵庫県、高知県、沖縄県の 13 県には歯科技工士の養成
所が存在しない。また、2018 年 4 月の新入学生募集取りやめを 3 校が発表しており、2018
年度より 50 校に減少する。この減少により、現在の在校生が卒業と同時に滋賀県と長崎













・歯科技工士に対する悪印象（1-3-1 にて後述）  
⇒歯科技工士会（2016 年「歯科技工士の明るい未来に向けた提言」）をもとに、会
長以下「課題解決のために労を惜しまず取り組む」 7）  
同様、現資格保有者が悪いイメージ脱却のために行動を起こさなくてはならない。 
・歯科技工士養成校の中で 3 校ある 4 年生大学の志願者数と入学者数を (表-3)の定員の
表と比較すると、国立大学では定員割れはおこしていない。（表-4）私立大学では定員









年 入学定員（人） 受験者数（人） 受験倍率 入学者数（人） 定員比率
1998 2,938 4,043 1.38 2,792 0.95
1999 2,938 4,700 1.61 2,948 1.01
2000 2,938 4,827 1.64 2,930 1.00
2001 2,938 2,962 1.35 2,661 0.91
2002 2,903 3,585 1.23 2,565 0.88
2003 2,793 3,779 1.35 2,578 0.92
2004 2,741 3,513 1.28 2,518 0.92
2005 2,666 3,138 1.18 2,274 0.85
2006 2,583 2,342 0.91 1,886 0.73
2007 2,388 1,900 0.80 1,629 0.68
2008 2,343 1,665 0.71 1,462 0.62
2009 2,125 1,620 0.76 1,373 0.65
2010 2,000 1,820 0.90 1,548 0.76
2011 1,960 1,809 0.92 1,379 0.70
2012 1,930 1,516 0.79 1,300 0.67
2013 1,860 1,622 0.87 1,359 0.73
2014 1,860 1,461 0.79 1,235 0.66
2015 1,810 1,368 0.75 1,160 0.64
2016 1,795 1,187 0.66 1,032 0.57
2017 1,804 1,051 0.58 927 0.51  
（表-3） 歯科技工士養成所の受験者状況・定員の充足率 8）（月刊歯科医療経済より）  
 
募集人員 受験者数 合格者数 入学者数
前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期のみ 前期のみ 前期のみ 前期のみ
2005 15 5 69 38 18 10 13 8
2006 15 5 31 14 23 5 19 2
2007 15 5 33 14 21 7 16 7
2008 15 5 30 13 20 5 17 5
2009 15 5 52 18 20 6 17 5
2010 15 5 38 4 23 2 20 2
2011 15 5 34 6 21 3 17 3 2011 10 18 11 11
2012 15 5 28 8 22 2 20 2 2012 10 28 11 10
2013 12 8 40 38 18 11 13 7 2013 10 37 12 11
2014 12 8 42 26 18 9 15 7 2014 10 42 14 13
2015 12 8 60 33 15 9 14 5 2015 10 38 13 10
2016 12 8 40 27 13 15 10 13 2016 10 23 12 10






（表-4）4 年制大学（国立）の受験者数と合格者・入学者数 9） 10）（著者作成）  
 
推薦 一般 ｾﾝﾀｰ特別 推薦 一般 ｾﾝﾀｰ特別 推薦 一般 ｾﾝﾀｰ特別 推薦 一般 ｾﾝﾀｰ特別










入学金+学費 817,800 入学金+授業料 1,250,000 入学金・授業料 2,080,000
学費（2年次） 535,800 授業料（2年次） 1,050,000 授業料（2年次） 1,730,000
学費（3年次） 535,800 授業料（3年次） 1,050,000 総額 3,810,000
学費（4年次） 535,800 授業料（4年次） 1,050,000
総額 2,425,200 総額 4,400,000
国立大学（広島大学） 私立（埼玉歯科技工士専門学校）私立（大阪歯科大学）
 
（表-6）学費比較 9） 11） 12） (著者作成) 
 
歯科技工士の養成所を 4 年制大学に移行した場合入学者増となるのではないかと仮定し












（図-4）国家試験合格者数推移 13）   
中嶋英陽『環境変化によるアナログからデジタルへの中での中小企業成長戦略  

































































































































































































1-3-1 歯科技工士に対する一般的な評価  
 
























1-3-2 歯科技工士数推移  
 










1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 
36.569 37.244 36.765 35.668 35.147 35.337 35.413 34.613 34.495 34.640 




（図-5）就業者年齢分布（厚生労働省調べ） 15）  
 
1-3-3 歯科技工士免許交付数  
 
養成所への入学者数が激減している以上至極当然ではあるが、歯科技工士免許交付数も
減少している。2016 年度は 1000 人を下回る合格者数であった。（図 -4）  
 
1-3-4 歯科技工士の離職率  
 
NPO 法人みんなの歯科ネットワークの調査企画部による 2007 年の調査では 25 歳未満
の離職率は 8 割とあり、同年歯科技工士会による調査では卒業後 5 年での離職率は約 75％
とされている。厚生労働省の離職状況に関する資料（図-6）では卒後 3 年目までの離職率





























（図-6）新規学卒就職者の在職期間別離職率の推移（厚生労働省調べ） 16）  
 







（自動車販売員 176 時間、土木作業員 178 時間に対し歯科技工士 187 時間）しているにも
かかわらず、月収では 1～5 万円低い結果（自動車販売員 31.8 万円、土木作業員 27.5 万

























見習い歯科技工士：240 万円～272 万円  






（図-７）収入と労働時間：異業種と対比（厚生労働省調べ） 17）  
 




































（図-８）歯科技工士（勤務者）の就労先 20）（日本歯科技工士会調べ）  
 





















年度 求人件数 求人数 求人倍率 卒業者数
平成10年度 4,817 10,105 3.9 2,607
平成11年度 3,633 7,575 3.0 2,492
平成12年度 4,138 9,014 3.6 2,530
平成13年度 4,117 8,422 3.3 2,563
平成14年度 3,949 8,670 3.7 2,333
平成15年度 4,098 9,464 4.3 2,209
平成16年度 4,130 9,519 4.2 2,272
平成17年度 5,131 15,796 6.9 2,280
平成18年度 5,756 16,624 8.2 2,018
平成19年度 5,924 16,287 9.6 1,693
平成20年度 5,298 15,940 11.0 1,443
平成21年度 4,887 14,410 11.0 1,308
平成22年度 4,528 12,087 9.8 1,231
平成23年度 4,997 12,919 9.9 1,309
平成24年度 5,025 13,118 10.6 1,241
平成25年度 5,721 14,799 12.9 1,147
平成26年度 7,126 18,264 15.5 1,180
平成27年度 6,119 18,908 17.0 1,109  
（表-8）新卒者における求人倍率推移（歯科医療経済より） 21）  
 
 
（図-９）大卒求人倍率（リクルートホールディングス調べ） 22）  
 
1-3-8 歯科技工士に対する SWOT 分析  
 






 ＜S：強み＞  
  ・国家資格である  
  ・世界的に高評価  
  ・新卒・・・高い求職率  
   既卒・・・技術次第で売り手市場  
  ・仕事は潤沢  
  ・独立・開業が目指せる  
  ・職人気質  
＜W:弱み＞  
 ・海外の評価に対し国内の評価及び認知度が低い  
 ・低賃金、長時間労働  
 ・高い離職率  
 ・加工が手づくりのため生産性向上が難しい。受注生産のため作り置きができない  
 ・一人前になるまで期間が必要  
 ・歯科医師に対し対等な立場ではない  
 ・手づくりへのこだわり  
＜O:機会＞  
 ・保険診療の制度改正に伴い CAD/CAM 冠が自由診療から保険診療に変わった  
 ・歯科技工士の高齢化  
＜T：脅威＞  
 ・納期のスピードアップ要求が高まっている  
 ・価格競争が起きている  
 ・貴金属の高騰  
 ・人口の将来的減少・むし歯罹患率の減少  
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処方せん料が 100 円から 500 円に引き上げられ、その後 1997 年厚生省が 37 のモデル国
立病院に対し完全分業を指示した。それ以降医薬分業は急速に進み 2003 年 50％を超え、

































2-2 歯科技工所の経営分析とデジタル化の到来  
 

















スもあることから歯科技工所数は微増している。（表 -9）  
 
 
（図-10）勤務技工士の将来に対する意識調査 20）（日本歯科技工士会調べ）  
 
1998  2000  2002  2004  2006  2008  2010  2012  2014  2016  
17.648 18.199 18.772 19.233 19.435 19.369 *19.443 19.706 20.166 20.486 
（2010 年*は東日本大震災の影響により宮城県を除く）  
（表-10）歯科技工所数の年次推移 25）（厚生労働省調べ）  
 
2-2-2 歯科技工所構成  
 
歯科技工所の開業形態として経営者が 1 人で運営しているケースが 77％を占め、残りの
23％が従業員を雇用していることとなる。（図-11）歯科技工を行う上で使用する機材はす












































（図-11）歯科技工所における従業員数 26）（R&D2016 年版）  
 
2-2-3 財務状況  
 
 歯科技工所の財務指標が日本政策金融公庫 27）と株式会社 TKC28）から出されている。  
日本政策金融公庫は 2015 年調査対象数 145 件（うち黒字かつ自己資本プラス企業 49）、
2016 年調査対象数 131 件（うち黒字かつ自己資本プラス企業 46）、株式会社 TKC は黒字
企業の平均で 2012 年 126 件、2013 年 131 件、2014 年 132 件のそれぞれの平均である。 
その中から従業員一人当たりの売上高を表にまとめた。株式会社 TKC の平均は月平均で
あったため、日本政策金融公庫の年平均とあわせるため 12 倍し年平均とした。（表-11）  
 
2012 2013 2014
対象企業数（人） 126 131 132 71 43 24 7 72 38 15 6
平均従業者数 7.8 9.5 9 1～4 5～9 10～19 20～49 1～4 5～9 10～19 20～49
従業者1人当たり売上 8,460 7,428 8,244 8,303 8,376 8,314 7,930 9,514 8,902 10,501 11,130
2015 2016
 
（表-11）歯科技工所における 1 人あたりの売上 27） 28）  
 
2012 2013 2014 2015 2016
歯科医院数 68,474 68,701 68,592 68,737 68,836
 
（表-12）歯科医院数推移 29）（厚生労働省調べ）  
 
1-3-2 より 2016 年の歯科技工士登録数 34,640 人と 2016 年の歯科医院数（表-12）から歯






3名, 851, 4% 



















2013 2014 2015 2016
対象歯科医院数 不明 184 不明 369
外注技工料 4,830 5,018 5,527 5,578
 
（表-13）歯科医院あたりの外注技工費 30）  
 
2-2-4 歯科技工所の SWOT 分析  
 





 ＜S：強み＞  
  ・取引範囲に制限がない。  
  ・安価での独立開業が可能  
  ・経営者の個性を活かした経営  
  ・地域医療への貢献  
＜W:弱み＞  
 ・経営に関し特別に学んでいないため、不可分な経営  
 ・資本力が低い（設備投資に対する脆弱性）  
 ・歯科医院（取引先）に対して独立した（対等な）立場とは言えない  
 ・加工が手づくりのため生産性向上が難しい。受注生産のため作り置きができない  
 ・（小規模経営の場合）製造から営業、経営と 1 人ですべてこなさねばならない  
＜O:機会＞  
 ・保険診療の制度改正に伴い CAD/CAM 冠が自由診療から保険診療に変わった  
 ・歯科技工士の高齢化  
 ３０ 
 
 ・1 人経営の個人技工所が大半  
 ・デジタル化による新たな人材の雇用  
 
＜T：脅威＞  
 ・CAD/CAM 冠製作のため設備投資の必要性から、大手の参入が予想される  
 ・価格競争が起きている  
 ・貴金属の高騰  
 ・従業員確保が難しい  
 ・AI 化により職が奪われる脅威  
 ・海外の歯科技工所への委託問題  
 
 歯科技工の海外委託問題に関し、2007 年 6 月に国内の歯科技工士により訴訟が起こ














2-3-1 歯科用デジタルの歴史  
1945 年、アメリカで世界初の真空管コンピュータを開発以来、工業界において金型用
CAD/CAM に関する技術開発は行われた。1970 年代、金型用 CAD/CAM システム開発は
成熟期を迎え、この頃歯科でも遅ればせながら CAD/CAM 技術を取り入れる動きが始まる。 
以下に日本デジタル歯科学会監修『基礎から学ぶ CAD/CAM テクノロジー』第 3 章歯科用








（表-14）歯科におけるデジタルの歴史年表 31）  
 
















CAD の普及が進んだのが要因と思われる。（図 -12）  
 
 
（図-12）テクノロジー・ライフサイクルにおけるスキャナー保有者の現状 32）  
（情報システム用語辞典より一部著者加筆）  
 





































2-4 歯科技工所の問題点  
 
2-4-1 デジタル歯科技工の問題点  
 
 















 アナログ歯科技工において設備投資はさほど高額な機械はなかった。会社の規模等にも  
よるがせいぜい高額な機械も 100 万～200 万円程度であった。しかし、歯科 CAD/CAM 装  
置に関しては CAD 機が 200 万～500 万、CAM 機（加工機）においては 300 万～数千万、 
3D プリンターは 100 万～、焼成炉は 100 万～といった従来の高額商品以上の価格であり、  
それぞれに年間使用料（ライセンス料）や保守料などが 20 万～50 万円程度かかってくる  







り多額の融資は望めない。あくまで銀行の融資目安として 6 カ月分の売上が融資の目安と  
いわれている。2-3-3 で示した 1 人あたりの売上を平均と仮定した場合 6 カ月の売上総  
額は 500 万円程度 CAD/CAM 装置すべて導入するにはかなりきびしい。また、技工所にお  
ける従業員数で考えた場合、1 人～3 人でアナログ技工を行っている技工所で CAD/CAM 
装置を導入し、減価償却まで考えた場合、デジタル部門に 1 人配置する形態をとらない限  
りデジタル部門での黒字化は難しい。  
 
・PC 作業   
 アナログ技工と違い、マウスとキーボードによる作業となることから、PC に対し苦手  


















・法律整備   





また、在宅の歯科技工士に対し PC と CAD ソフトを貸与し、デジタルデータの作製を行わ  
せた場合、この在宅ワークは歯科技工所扱いとなるのか否かのガイドラインもない。  
  
・教育問題   
 デジタルに関し、養成所で行われる教育に関しその養成所の基準によるものであり決し  
て実践的なものではない。卒後研修においては CAD/CAM の販売メーカーが主催している  
がこれは商品販売につなげるためのセミナーと認識している。そのような中、株式会社  
YAMAKIN では全国的に定期的に啓蒙セミナーが行われているほか、「歯科用 CAD/CAM 
ハンドブック」を刊行するなど精力的に教育啓蒙活動が行われている。  
【株式会社 YAMAKIN 主催 CAD/CAM 関連セミナー】  
 ・トライアルセッション ：CAD/CAM に関する基本的な情報提供  
 ・プラクティカルセミナー：実際の CAD/CAM 機器の操作まで行う  
・2017 年実績：トライアルセッション 6 回  
プラクティカルセミナー10 回開催（大阪、名古屋、東京）  
 













































と歯科技工所の水平分業構造 -』20,高知工科大学  
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27）日本政策金融公庫（2015,2016）：『小企業の経営指標 歯科技工所』  
 
28）ＴＫＣ経営指標（平成 27 年度版）：2-5 財務状況からみた現状  
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31）日本デジタル歯科学会監修（2017）：『基礎から学ぶ CAD/CAM テクノロジー』  
第 3 章歯科用 CAD/CAM システムの構成 ,38-39,医歯薬出版株式会社  
 
32）ITmedia エンタープライズホームページ：情報システム用語辞典（2018/2/1 閲覧）  
  http://www.itmedia.co.jp/im/articles/0706/01/news142.html  
 

























 神武景気以降、日本の経済が急成長した 1950 年代後半、人々の憧れの家電 3 品目「白
黒テレビ」「洗濯機」「冷蔵庫」を三種の神器と呼び新生活の象徴となった。なかでも冷蔵










3-2 地域密着型店舗の業種別店舗数推移  
 
3-2-1 豆腐事業者 34）  
 
販売形態の変化：製造販売から製造卸へ。それに伴い機械化。対面販売から  
スーパーなど大型店舗へ卸販売。消費者の商圏の変化により昭和 35 年の 5 万店舗をピー





（図-16）豆腐製造事業所数の推移 34）（全豆連 HP より引用）  
 
3-2-2 食肉小売業者  
 
販売形態の変化：昭和 30 年代から 50 年代まで精肉販売が主で、スーパーマーケットの
店舗拡大により、シェアーを奪われていった。食肉店の店舗数が、4 万店台であった昭和
50 年代から、現在では 1 万 2 千店台まで、店舗数は 7 割減。（図 -17）  
  
 
（図-17）食肉小売事業者・事業所数推移 35）（経済産業省「商業統計速報」より引用）  
 


























（図-19）クリーニング師免許交付数 36）（クリーニングオンラインより引用）  
 
3-2-4 花・植木小売業  
 











































































































































（図-20）花・草木小売業店舗数及び売上額推移 37）  
（花き販売店が担う日本の花き産業の行方より一部改）  
 
3-2-5 めがね店  
 
 コンタクトレンズの普及や、安価を売りにした量販店の進出、レーシック手術などの普














































3-3-1 協同組合型  
 
 名  称 ：AJOC39）  
 運営母体 ：協同組合  オールジャパンメガネチェーン  
 組織形態 ：協同組合（ボランタリーチェーン）  
 運用開始 ：1958 年（昭和 33 年）結成  
 加盟店舗数：550（平成 27 年 11 月現在）  
 事業内容 ：商品事業：共同仕入れの運用  
新製品の開発  
商品情報の収集・発信  
       販促事業：キャンペーン・セールスプロモーション企画  
 ４４ 
 
            市場調査  
            小物・ノベリティの提案  
            什器・陳列・ディスプレーの提案  
            工具・加工機の提案  
            差別化商品の提案  
            個店サポート  
       教育事業：検眼教育  
            指導者育成教育  
            接客販売教育  
  
3-3-2 情報共有型  
 
名  称 ：REINS（不動産流通標準情報システム） 40）   
 運営母体 ：不動産流通機構  
 組織形態 ：コンピューターネットワークシステム  
 運用開始 ：  
 加盟店舗数：67000（平成 29 年 7 月現在）  
 事業内容 ：不動産流通機構が運営する  
       不動産物件情報交換（全会員へ物件情報公開・情報共有）  
       取引事例に基づき適正な市場価格の設定  
       全国の不動産情報をどこの地域からも検索が可能  
 
3-3-3 地域振興型  
 
地域振興：公益法人  
名  称 ：太田のまち工場  
 運営母体 ：公益財団法人大田区産業振興協会 41）  
運営母体 ：公益財団法人  










名  称 ：今治タオル  
 運営母体 ：今治タオル工業組合 42）  
 組織形態 ：商工組合  
 運用開始 ：昭和 27 年 11 月  
 加盟店舗数：107 社（平成 29 年 11 月現在）  






名  称 ：1888 手袋ラボ  
 運営母体 ：日本手袋工業組合 43）  
 組織形態 ：商工組合  
 運用開始 ：昭和 37 年 8 月  
 加盟店舗数：72 社（平成 29 年 3 月現在）  




3-3-4 店舗連携型  
名  称 ：花キューピット  
 運営母体 ：一般社団法人 JFTD44）  
 組織形態 ：一般社団法人  
 運用開始 ：昭和 28 年 4 月  
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38）タウンページデーターベース（NTT 東日本、NTT 西日本） ,NTT タウンページ㈱  
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40）東日本不動産流通機構ホームページ（2018/2/1 閲覧）  
  http://www.reins.or.jp/ 
 
41）公益財団法人大田区産業振興協会ホームページ（2018/2/1 閲覧）  
  http://www.pio-ota.jp/ 
 
42）今治タオル工業組合ホームページ（2018/2/1 閲覧）  
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43）日本手袋工業組合ホームページ（2018/2/1 閲覧）  
  http://www.tebukurokumiai.jp/  
 























































4-2 売上構成  
 
 当社の売上は、①技工売上高、②原材料売上高に分類される。（表-15）  
①  技工売上高は、加工に関する売上である。27 年以降はアナログの売上とデジタルの売
上とを分けて計上している。  




4-3 今後の予測  
 
  ＊  2017.12 より下顎第一大臼歯も条件付きで保険導入   
   ⇒デジタルの売り上げは増加   
 ４９ 
 
  ＊アナログ技工は横ばいか下降に転じる恐れあり   
   ⇒従業員の高齢化（作業効率低下）、求人難による人手不足   
  ＊口腔内スキャナーの普及次第でデジタル化が加速   
  ＊マテリアルの開発如何では更なる保険化の可能性    
 
4-4 経営革新としての組織化  
 





























































結 章 結論  
 






































第 4 章第 17 条より歯科医師の文言の削除を求める。  
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